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論 文 内 容 の 要 旨 
 
クレジット・ユニオンの理念は、19 世紀にヨーロッパで発祥・発展し移民の波とともにアメリカ
へ伝わった。アメリカのクレジット・ユニオンは、連邦と州の 2つの認可形態を有し、組合員に対し
てシェアと呼ばれる商業銀行における預金と貸出を中心に行っている。クレジット・ユニオンの組合
員になるには、「コモン・ボンド」という居住地域・職場・所属団体・低所得者層などの環境を同一
にする何らかの共通の繋がりを必要としており、これが商業銀行など一般の金融仲介機関にはない特
徴となっている。そしてその経営は、理事会、管理委員会、信用調査委員会を中心に行われる。理事
会と委員会メンバーは組合員によって選出され、会計係以外は報酬を受け取ることができない。さら
にこのクレジット・ユニオンの目的は、貯蓄習慣がなく貨幣経済に不慣れな中低所得層の人々に倹約
を浸透させ、将来目的・建設目的のために金融サービスを利用する機会を平等に与えるということで
あり、またそうした人々を利用する高利貸しから守ることである。 
 
＜本論文の課題＞ 
1. アメリカにおけるクレジット・ユニオンの発展をその歴史とともに考察し、それによって商業銀
行との摩擦の原因となっているコモン・ボンドの再解釈がなされる必要がなぜあったのかを明ら
かにすること。 
 
コモン・ボンドの再解釈は、1970 年代以降の企業、労働者およびコミュニティが大きく関係して
いた。つまり当時のクレジット・ユニオンは、職域を基礎とする組合が多く、企業経営に左右さ
れやすかったため、安定した組合経営を行うためにコモン・ボンドを再解釈してより幅広い層と
コミュニティからの組合員の取り込みを必要とした。 
 
2. コモン・ボンドを再解釈し組合員範囲を拡大したクレジット・ユニオンに対して商業銀行が行っ
ている「クレジット・ユニオンが商業銀行化しているのであれば、同じ立場での競争が行なわれ
るよう援助措置の排除」あるいは「商業銀行への転換」という指摘が適当であるかを考察するこ
と。 
 
ほとんどの組合は、依然として極小規模であり商業銀行と競争を行なうような力を持っていなか
った。さらに現代のクレジット・ユニオンの主な融資は自動車ローンと住宅ローンで、これはク
レジット・ユニオンが当初から組合員の生活に密着した貸出を行なっていることからすると、サ
ービスの種類や組合の規模でクレジット・ユニオンが商業銀行化しているとは判断できなかった。 
 
3. クレジット・ユニオンがいかにして組合員とコミュニティに対するコミットメントを維持し続け
けることができるのか、これからのクレジット・ユニオンに求められる姿を考察すること。 
 
経済や社会がめまぐるしく変化し続ける現代では、個々の組合がコミュニティや組合員の変化を
敏感に感じ取り、それに応じて変化しながら彼らの生活の支えであり続けることが必要であった。
そして、それには個々のクレジット・ユニオンが位置するコミュニティの状態に即して、
underserved areas を取り入れたり、コミュニティ開発クレジット・ユニオンを設立したりする
などして、より幅広い層の組合員が必要とするカウンセリングやワークショップなどの独自のサ
ービスを提供することが必要であった。 
またクレジット・ユニオンは、コモン・ボンドの効果を最大限に発揮できるよう、協同の理念が働く
ほどの規模を保ちながら独自の活動を行い続けることが重要であった。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、協同組織の理念に基づく非営利の金融機関であるクレジット・ユニオンが、アメリカにお
いてどのような歴史的経緯を経て普及・発展を遂げ、資本主義の経済理念が支配的なアメリカにおい
てどのような問題に直面しているか論じている。 
 序章では、本論文の課題と構成が述べられている。 
 第１章では、ヨーロッパで協同組織理念に基づいて発祥した協同組織金融機関が、アメリカではク
レジット・ユニオンとして普及・発展したことが示されている。そして、クレジット・ユニオンは、
「共通の絆」を意味するコモン・ボンド(common bond)に基づいて地域、職域等で組織されており、
連邦認可と州認可の２つのクレジット・ユニオンが存在していることが紹介されている。 
  第２章では、20 世紀初頭においてクレジット・ユニオンが、労働者向けの消費者信用を提供する
企業の福利制度として位置づけられ、1934 年の連邦クレジット・ユニオン法の制定によって、急速
に普及したことが明らかにされている。 
 第３章では、1970 年代から 80 年代に急増したクレジット・ユニオンの経営破綻と合併について考
察され、この理由として、この時期のアメリカ経済の停滞による失業者数の増加が、職域のクレジッ
ト・ユニオンの経営基盤を脆弱化させたことが指摘されている。このため、職域で活動していたクレ
ジット・ユニオンは、組合員の範囲を地域に拡張するとともに、合併により規模の拡大をはかったと
述べられている。 
 第４章では、地域への事業基盤の拡張と規模の拡大により、地域の銀行と競合するクレジット・ユ
ニオンが現れ始め、クレジット・ユニオンに対する優遇税制をめぐって、銀行による批判を呼び起こ
した問題が論じられている。クレジット・ユニオンの財務指標の分析を通して、クレジット・ユニオ
ンの規模は銀行に比べて平均して小さいが、クレジット・ユニオンの中では総資産 1000 万ドルを基
準にして、規模が大きいほど経営効率が高いことが示されている。経営の安定のためには規模の拡大
は必要であるが、協同組織であるクレジット・ユニオンの存在意義は、低所得層を中心とする組合員
の利益のために活動することにあるので、いたずらに規模の拡大を追うのではなく、協同理念が行き
届く規模を維持すべきであると主張されている。 
 本論文の評価できる点として次の３点をあげることができる。 
 第１に、アメリカのクレジット・ユニオンの歴史的な普及・発展について考察し、その普及の大き
な要因として、1920 代から 30年代にかけて企業がクレジット・ユニオンを従業員の福利制度の一環
として位置づけたこと、そして 1934 年の連邦クレジット・ユニオン法の制定が、クレジット・ユニ
オンの全国的な設立を可能にしたことを挙げ、職域を基礎にしたクレジット・ユニオンの設立が促進
されたことを明らかにしたことである。 
 第２に、企業内部に単一コモン・ボンドに基づいて設立された職域のクレジット・ユニオンは、そ
の運営を行う人員等について企業から支援を受けており、非営利の協同組織の活動が営利企業の支援
によって可能であったことを明らかにしたことである。 
 第３に、1970 年代と 80年代にクレジット・ユニオンの合併が増加して、その規模が拡大したこと、
従業員数の減少による職域のクレジット・ユニオンの経営破綻を防ぐため、職域と地域の両方で活動
できるように 1998 年に複数コモン・ボンドが正式に認可されたことを示し、こうした変化が地域の
商業銀行との間に軋轢を引き起こした要因であることを明らかにしたことである。そして、クレジッ
ト・ユニオンが、銀行と異なった非営利の協同組織として、その理念に沿って組合員の利益のために
活動して行くためには、比較的小さな組合員規模が望ましいことを指摘したことである。 
  このように本論文は、アメリカのクレジット・ユニオンに関する包括的な研究であり、これまで研
究が手薄であったこの分野における研究を進展させたという点で大いに評価できる。 
 以上により、審査委員会は全員一致で、本論文が博士(商学)を授与するに値するものと認める。 
